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（提案理由） 

  デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するための厚生労働省関

係省令の一部を改正する省令（令和５年厚生労働省令第１６１号）及び介護

保険法施行規則の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第６１号）の

施行に伴い、関係条例の規定を整備する必要があるので提案する。 

 



 

デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するための厚生労働省関係省令の

一部を改正する省令等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

（長岡京市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部改正） 

第１条 長岡京市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定

める条例（平成２４年長岡京市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第９条 【略】 第９条 【略】 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者は、利用申込者又はその家族か

らの申出があった場合には、前項の規定

による文書の交付に代えて、第５項で定

めるところにより、当該利用申込者又は

その家族の承諾を得て、当該文書に記す

べき重要事項を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって次に掲げるもの（以下

この条において「電磁的方法」という。）

により提供することができる。この場合

において、当該指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者は、利用申込者又はその家族か

らの申出があった場合には、前項の規定

による文書の交付に代えて、第５項で定

めるところにより、当該利用申込者又は

その家族の承諾を得て、当該文書に記す

べき重要事項を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって次に掲げるもの（以下

この条において「電磁的方法」という。）

により提供することができる。この場合

において、当該指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 

⑴ 【略】 ⑴ 【略】 

⑵ 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式

で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものを

いう。第２０４条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）をも

って調製するファイルに前項に規定す

る重要事項を記録したものを交付する

方法 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロム

その他これらに準ずる方法により一定

の事項を確実に記録しておくことがで

きる物をもって調製するファイルに前

項に規定する重要事項を記録したもの

を交付する方法 

３～６ 【略】 ３～６ 【略】 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第２０４条 指定地域密着型サービス事業

者及び指定地域密着型サービスの提供に

第２０４条 指定地域密着型サービス事業

者及び指定地域密着型サービスの提供に



 

改正後 改正前 

当たる者は、作成、保存その他これらに

類するもののうち、この条例の規定にお

いて書面（書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができ

る情報が記載された紙その他の有体物を

いう。以下この条において同じ。）で行

うことが規定されている又は想定される

もの（第１２条第１項（第５９条、第５

９条の２１、第５９条の２１の３、第５

９条の３９、第８１条、第１０９条、第

１２９条、第１５０条、第１７８条、第

１９０条及び第２０３条において準用す

る場合を含む。）、第１１６条第１項、

第１３７条第１項及び第１５６条第１項

（第１９０条において準用する場合を含

む。）並びに次項に規定するものを除く。）

については、書面に代えて、当該書面に

係る電磁的記録により行うことができ

る。 

当たる者は、作成、保存その他これらに

類するもののうち、この条例の規定にお

いて書面（書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができ

る情報が記載された紙その他の有体物を

いう。以下この条において同じ。）で行

うことが規定されている又は想定される

もの（第１２条第１項（第５９条、第５

９条の２１、第５９条の２１の３、第５

９条の３９、第８１条、第１０９条、第

１２９条、第１５０条、第１７８条、第

１９０条及び第２０３条において準用す

る場合を含む。）、第１１６条第１項、

第１３７条第１項及び第１５６条第１項

（第１９０条において準用する場合を含

む。）並びに次項に規定するものを除く。）

については、書面に代えて、当該書面に

係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。）により行うことが

できる。 

２ 【略】 ２ 【略】 

（長岡京市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を

定める条例の一部改正） 

第２条 長岡京市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準を定める条例（平成２４年長岡京市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第１１条 【略】 第１１条 【略】 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、利用申込者又はその家族からの

申出があった場合には、前項の規定によ

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、利用申込者又はその家族からの

申出があった場合には、前項の規定によ



 

改正後 改正前 

る文書の交付に代えて、第５項で定める

ところにより、当該利用申込者又はその

家族の承諾を得て、当該文書に記すべき

重要事項を電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する

方法であって次に掲げるもの（以下この

条において「電磁的方法」という。）に

より提供することができる。この場合に

おいて、当該指定介護予防認知症対応型

通所介護事業者は、当該文書を交付した

ものとみなす。 

る文書の交付に代えて、第５項で定める

ところにより、当該利用申込者又はその

家族の承諾を得て、当該文書に記すべき

重要事項を電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する

方法であって次に掲げるもの（以下この

条において「電磁的方法」という。）に

より提供することができる。この場合に

おいて、当該指定介護予防認知症対応型

通所介護事業者は、当該文書を交付した

ものとみなす。 

⑴ 【略】 ⑴ 【略】 

⑵ 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式

で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものを

いう。第９２条第１項において同じ。）

に係る記録媒体をいう。）をもって調

製するファイルに前項に規定する重要

事項を記録したものを交付する方法 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロム

その他これらに準ずる方法により一定

の事項を確実に記録しておくことがで

きる物をもって調製するファイルに前

項に規定する重要事項を記録したもの

を交付する方法 

３～６ 【略】 ３～６ 【略】 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第９２条 指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者及び指定地域密着型介護予防サ

ービスの提供に当たる者は、作成、保存

その他これらに類するもののうち、この

条例の規定において書面（書面、書類、

文書、謄本、抄本、正本、副本、複本そ

の他文字、図形等人の知覚によって認識

することができる情報が記載された紙そ

の他の有体物をいう。以下この条におい

て同じ。）で行うことが規定されている

又は想定されるもの（第１４条第１項（第

６６条及び第８７条において準用する場

合を含む。）及び第７７条第１項並びに

次項に規定するものを除く。）について

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁

的記録により行うことができる。 

第９２条 指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者及び指定地域密着型介護予防サ

ービスの提供に当たる者は、作成、保存

その他これらに類するもののうち、この

条例の規定において書面（書面、書類、

文書、謄本、抄本、正本、副本、複本そ

の他文字、図形等人の知覚によって認識

することができる情報が記載された紙そ

の他の有体物をいう。以下この条におい

て同じ。）で行うことが規定されている

又は想定されるもの（第１４条第１項（第

６６条及び第８７条において準用する場

合を含む。）及び第７７条第１項並びに

次項に規定するものを除く。）について

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他



 

改正後 改正前 

人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるも

のをいう。）により行うことができる。 

２ 【略】 ２ 【略】 

（長岡京市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第３条 長岡京市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２６年長

岡京市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第６条 【略】 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第６条 【略】 

２・３ 【略】 ２・３ 【略】 

４ 指定介護予防支援事業者は、利用申込

者又はその家族から申出があった場合に

は、第１項の規定による文書の交付に代

えて、第６項で定めるところにより、当

該利用申込者又はその家族の承諾を得

て、当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を使用する方法であって次

に掲げるもの（以下この条において「電

磁的方法」という。）により提供するこ

とができる。この場合において、当該指

定介護予防支援事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 

４ 指定介護予防支援事業者は、利用申込

者又はその家族から申出があった場合に

は、第１項の規定による文書の交付に代

えて、第６項で定めるところにより、当

該利用申込者又はその家族の承諾を得

て、当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を使用する方法であって次

に掲げるもの（以下この条において「電

磁的方法」という。）により提供するこ

とができる。この場合において、当該指

定介護予防支援事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 

⑴ 【略】 ⑴ 【略】 

⑵ 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式

で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものを

いう。第３５条第１項において同じ。）

に係る記録媒体をいう。）をもって調

製するファイルに第１項に規定する重

要事項を記録したものを交付する方法 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロム

その他これらに準ずる方法により一定

の事項を確実に記録しておくことがで

きる物をもって調製するファイルに第

１項に規定する重要事項を記録したも

のを交付する方法 



 

改正後 改正前 

５～８ 【略】 ５～８ 【略】 

（指定介護予防支援の業務の委託） （指定介護予防支援の業務の委託） 

第１４条 地域包括支援センターの設置者

である指定介護予防支援事業者は、法第

１１５条の２３第３項の規定により指定

介護予防支援の一部を委託する場合に

は、次に掲げる事項を遵守しなければな

らない。 

第１４条 地域包括支援センターの設置者

である指定介護予防支援事業者は、法第

１１５条の２３第３項の規定により指定

介護予防支援の一部を委託する場合に

は、次に掲げる事項を遵守しなければな

らない。 

⑴ 委託に当たっては、中立性及び公正

性の確保を図るため地域包括支援セン

ター運営協議会（規則第１４０条の６

６第１号イに規定する地域包括支援セ

ンター運営協議会をいう。）の議を経

なければならないこと。 

⑴ 委託に当たっては、中立性及び公正

性の確保を図るため地域包括支援セン

ター運営協議会（規則第１４０条の６

６第１号ロ⑵に規定する地域包括支援

センター運営協議会をいう。）の議を

経なければならないこと。 

⑵～⑷ 【略】 ⑵～⑷ 【略】 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第３５条 指定介護予防支援事業者及び指

定介護予防支援の提供に当たる者は、作

成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によっ

て認識することができる情報が記載され

た紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定され

ている又は想定されるもの（第９条（前

条において準用する場合を含む。）及び

第３２条第２６号（前条において準用す

る場合を含む。）並びに次項に規定する

ものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録により行

うことができる。 

第３５条 指定介護予防支援事業者及び指

定介護予防支援の提供に当たる者は、作

成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によっ

て認識することができる情報が記載され

た紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定され

ている又は想定されるもの（第９条（前

条において準用する場合を含む。）及び

第３２条第２６号（前条において準用す

る場合を含む。）並びに次項に規定する

ものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）に

より行うことができる。 

２ 【略】 ２ 【略】 

 （長岡京市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一



 

部改正） 

第４条 長岡京市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

（平成３０年長岡京市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第６条 【略】 第６条 【略】 

２～４ 【略】 ２～４ 【略】 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込

者又はその家族からの申出があった場合

には、第１項の規定による文書の交付に

代えて、第８項で定めるところにより、

当該利用申込者又はその家族の承諾を得

て、当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法であって次

に掲げるもの（以下この条において「電

磁的方法」という。）により提供するこ

とができる。この場合において、当該指

定居宅介護支援事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込

者又はその家族からの申出があった場合

には、第１項の規定による文書の交付に

代えて、第８項で定めるところにより、

当該利用申込者又はその家族の承諾を得

て、当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法であって次

に掲げるもの（以下この条において「電

磁的方法」という。）により提供するこ

とができる。この場合において、当該指

定居宅介護支援事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 

⑴ 【略】 ⑴ 【略】 

⑵ 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式

で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものを

いう。第３３条第１項において同じ。）

に係る記録媒体をいう。）をもって調

製するファイルに第１項に規定する重

要事項を記録したものを交付する方法 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロム

その他これらに準ずる方法により一定

の事項を確実に記録しておくことがで

きる物をもって調製するファイルに第

１項に規定する重要事項を記録したも

のを交付する方法 

６～９ 【略】 ６～９ 【略】 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第３３条 指定居宅介護支援事業者及び指

定居宅介護支援の提供に当たる者は、作

成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によっ

て認識することができる情報が記載され

第３３条 指定居宅介護支援事業者及び指

定居宅介護支援の提供に当たる者は、作

成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によっ

て認識することができる情報が記載され



 

改正後 改正前 

た紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定され

ている又は想定されるもの（第９条（前

条において準用する場合を含む。）及び

第１５条第２７号（前条において準用す

る場合を含む。）並びに次項に規定する

ものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録により行

うことができる。 

た紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定され

ている又は想定されるもの（第９条（前

条において準用する場合を含む。）及び

第１５条第２７号（前条において準用す

る場合を含む。）並びに次項に規定する

ものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）に

より行うことができる。 

２ 【略】 ２ 【略】 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


